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【第2期事業計画の量の見込み・確保方策】

⑤量の見込み □調査結果に基づく国算出方法を使用　　■国算出方法を使用しない　□その他

（単位：人数） 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

⑥量の見込み　※
（独自算出方法）

17,360 16,110 14,960 13,890 12,900

⑦確保方策 17,360 16,110 14,960 13,890 12,900

⑥※
「国の『量の見込み』の
考え方を使用しない」と
した場合の量の見込み
の算出方法

【実績】

（単位：人数） 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
令和元年度（見込

み）

⑧計画策定時及び
中間見直し時の
量の見込み

22,740 25,540 28,140 18,200 18,700

⑨確保方策の実績 20,072 17,735 17,902 15,964 18,700

【実績】

⑩確保数の実績の算出
方法

一般型一時預かり事業延べ利用児童数

堺市子ども・子育て支援事業計画　地域子ども・子育て支援事業

（５）

民間保育所等一時預かり事業（民間保育所等）／堺市一時保育事業（公立認定こども園）

　
　保護者の就労形態の多様化に伴う短時間及び継続的な保育や、保護者の疾病・通院等による緊急
時の一時的な保育、あるいは、保護者のリフレッシュ、冠婚葬祭等による保育需要に対応するため、保
育所や認定こども園で保育を実施します。
　本事業は、保護者の育児負担の軽減等、子育て支援の役割を大きく担っていることから、保育需要に
的確に対応するための体制を今後も確保していきます。

【量の見込みの算出方法】

利用者数は減少傾向にあるものの、認定こども園や保育所などの未利用者数は増加（H30．4月：767人
⇒H31．4月：881人）しており、さらに今年10月から、国の幼児教育・保育の無償化もスタートすることか
ら、令和元年度については認定こども園や保育所などの未利用者数の伸びを加味したうえで、令和2年
度以降については、平成３０年度までの利用児童数の状況の推移を考慮のうえ算出。

子ども青少年局　子育て支援部　幼保推進課


